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鉱工業生産

18/08 ＋0.8

18/09 ＋0.1

18/10 ＋0.2

18/11 ＋0.5

18/12 ＋0.0

19/01 ▲0.4

19/02 ▲0.5

19/03 ＋0.1

19/04 ▲0.6

19/05 ＋0.2

19/06 ＋0.1

19/07 ▲0.1

19/08 ＋0.6

(注)ｶｯｺ内は前年比

  

米国
 ～生産活動

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 年８月の鉱工業生産は、前月比

た。公益が

＋0.5％（７

上回ったほ

と増加に転じた

８月の生産活動

その他輸送設備

業生産が＋

だし、前年比で

いる。また

持ち直しの

退、関税引き上げ

 

製造業の

少に転じたうえ、

方、木材製品、

が拡大に転じたほか

品が加速した。

 

 

鉱工業生産

＋0.8 (＋5.3)

＋0.1 (＋5.4)

＋0.2 (＋4.1)

＋0.5 (＋4.1)

＋0.0 (＋3.8)

▲0.4 (＋3.6)

▲0.5 (＋2.7)

＋0.1 (＋2.3)

▲0.6 (＋0.7)

＋0.2 (＋1.8)

＋0.1 (＋1.1)

▲0.1 (＋0.5)

＋0.6 (＋0.4)

(注)ｶｯｺ内は前年比

 

米国 19 年
生産活動は再調整

月の鉱工業生産は、前月比

公益が前月比＋0.

７月同▲0.5

ほか、鉱業が

増加に転じた。 

の生産活動は、

その他輸送設備の持ち直し

＋0.7％（前月

前年比では、鉱工業生産が＋

た、先行する

の動きは一時的

関税引き上げによ

の業種別の動向

少に転じたうえ、食品・飲料・タバコ、

木材製品、非鉄、

が拡大に転じたほか、

が加速した。 

製造業

(NAICS)

(＋5.3) ＋0.4

(＋5.4) ＋0.0

(＋4.1) ▲0.1

(＋4.1) ＋0.2

(＋3.8) ＋0.6

(＋3.6) ▲0.6

(＋2.7) ▲0.5

(＋2.3) ▲0.1

(＋0.7) ▲0.9

(＋1.8) ＋0.1

(＋1.1) ＋0.6

(＋0.5) ▲0.4

(＋0.4) ＋0.5

 

年 8 月鉱工業生産
調整する可能性

月の鉱工業生産は、前月比

.6％（７月同

0.5％）と増加に

鉱業が７月にハリケーン

、自動車関連の

の持ち直し等によって押し上げられた。

％（前月▲0.5％）、

、鉱工業生産が＋

企業景況調査

一時的と判断され

よる輸出の減少

動向では、電気設備・部品、

食品・飲料・タバコ、

非鉄、加工金属、一般機械、

、一次金属、コンピューター・電子機器

鉱業 公益

＋2.2 ＋1.3

＋1.0 ▲0.4

＋0.1 ＋2.6

＋0.8 ＋2.7

＋2.2 ▲6.8

▲0.4 ＋0.8

▲1.3 ＋0.6

▲0.2 ＋1.7

＋2.5 ▲3.3

▲0.3 ＋1.8

＋0.5 ▲4.1

▲1.5 ＋3.7

＋1.4 ＋0.6

 

鉱工業生産
可能性～ 

月の鉱工業生産は、前月比＋0.6％（

月同＋3.7％）と

に転じ（３月－

ハリケーン襲来で

の減少にもか

によって押し上げられた。

、製造業生産

、鉱工業生産が＋0.4％と小幅

調査によると、

れる。悪影響

減少などのほか

電気設備・部品、

食品・飲料・タバコ、アパレル

一般機械、繊維

コンピューター・電子機器

公益 ハイテク

関連

＋1.3 ＋1.5

▲0.4 ▲0.3

＋2.6 ▲0.6

＋2.7 ▲1.1

▲6.8 ▲0.1

＋0.8 ＋1.5

＋0.6 ＋0.8

＋1.7 ＋0.8

▲3.3 ▲1.2

＋1.8 ▲0.2

▲4.1 ＋0.6

＋3.7 ＋0.7

＋0.6 ＋0.8

鉱工業生産

 

鉱工業生産は

第一生命経済研究所

％（７月同▲0.

と減速した一方、

月－７月合計

で下ぶれた反動

かかわらず、

によって押し上げられた。３ヶ月移動平均・３ヶ月前対比年率では、

製造業生産は＋1.2％（前月

小幅のプラス

、生産活動は

悪影響を及ぼす要因

ほか、米自動車メーカーのリストラ等

電気設備・部品、自動車・同部品、

アパレルが減少を続け

繊維、印刷・同サポート

コンピューター・電子機器
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▲0.5

＋0.5

 

は上振

第一生命経済研究所

主任エコノミスト

0.1％）と市場予想の同

一方、製造業

月合計 0.1％ｐ下方修正）

反動によって

、半導体などハイテク部門

３ヶ月移動平均・３ヶ月前対比年率では、

％（前月▲0.8

プラスにとどまり

は再び調整す

要因としては

米自動車メーカーのリストラ等

自動車・同部品、紙

が減少を続けた。また、

印刷・同サポート

コンピューター・電子機器、航空機・その他輸送設備

U.S. Indicators ／

設備稼働率
全産業

自動車関連

＋2.9 ＋79.3

＋1.9 ＋79.3

▲1.9 ＋79.3

＋0.6 ＋79.6

＋4.0 ＋79.5

▲7.2 ＋79.0

＋1.6 ＋78.5

▲1.3 ＋78.4

▲1.7 ＋77.8

＋2.4 ＋77.8

＋3.1 ＋77.8

＋0.5 ＋77.5

▲1.0 ＋77.9

 発表日：

振れ 

第一生命経済研究所 調査研究本部

エコノミスト 桂畑 誠治

％）と市場予想の同＋

製造業がハイテク

％ｐ下方修正）、市場予想の同

って前月比＋1

半導体などハイテク部門

３ヶ月移動平均・３ヶ月前対比年率では、

.8％）とともに

、製造業は▲

することが示唆

は、ドルの高止

米自動車メーカーのリストラ等

紙、石油・石炭

また、その他耐久財

印刷・同サポート、化学、プラスチック・ゴム製品

航空機・その他輸送設備

／ 定例経済指標

設備稼働率
全産業 製造業

(SIC)

＋79.3 ＋77.0

＋79.3 ＋76.9

＋79.3 ＋76.8

＋79.6 ＋76.9

＋79.5 ＋77.3

＋79.0 ＋76.7

＋78.5 ＋76.3

＋78.4 ＋76.2

＋77.8 ＋75.4

＋77.8 ＋75.4

＋77.8 ＋75.8

＋77.5 ＋75.4

＋77.9 ＋75.7

発表日：2019 年 9 月

 

調査研究本部 

誠治（℡：03-

＋0.2％を大幅

ハイテク等の拡大に

市場予想の同

1.4％（７月同

半導体などハイテク部門の堅調や

３ヶ月移動平均・３ヶ月前対比年率では、

ともにプラスに転

▲0.4％と減少

示唆されてお

高止まりや海外

米自動車メーカーのリストラ等が挙げられ

石油・石炭、その他製造業が減

その他耐久財は減速した。

化学、プラスチック・ゴム製品

航空機・その他輸送設備、家具・関連製
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生産能力
製造業

(SIC)

＋77.0 ＋0.2

＋76.9 ＋0.2

＋76.8 ＋0.2

＋76.9 ＋0.2

＋77.3 ＋0.2

＋76.7 ＋0.2

＋76.3 ＋0.2

＋76.2 ＋0.2

＋75.4 ＋0.2

＋75.4 ＋0.2

＋75.8 ＋0.2

＋75.4 ＋0.2

＋75.7 ＋0.2

月 18 日（水）

 

 経済調査部

-5221-5001）

大幅に上回っ

により前月比

市場予想の同＋0.2％を

月同▲1.5％）

や、航空機・

３ヶ月移動平均・３ヶ月前対比年率では、鉱工

転じた。た

減少を続けて

おり、今回の

海外需要の減

れよう。 

その他製造業が減

は減速した。一

化学、プラスチック・ゴム製品

家具・関連製
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前月比

％）

航空機・
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て

の

減

その他製造業が減

一

化学、プラスチック・ゴム製品

家具・関連製
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稼働率をみると

が 77.9％（前月

生産増加によって

稼働率が

種では、高い順に

（前月 79.5

品・飲料・タバコが

（前月 59.8

一方、前月から上昇した業種は、高い順に

月 76.4％）、

家具が 76.4

金属が 71.3

と続いた。

と変わらず

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
30

40

50

60

70

80

90

100

71

(出所）ＦＲＢ

（％）

13 14

鉱工業・製造業生産

（3ヵ月移動平均・

鉱工業生産

製造業生産

をみると、設備投資の

（前月 77.5％

によって 75.7

稼働率が 80％を上回っている

高い順に紙パが

5％）、その他耐久財が

品・飲料・タバコが 75

8％）となった。

前月から上昇した業種は、高い順に

％）、プラスチックが

4％（前月 76.0

3％（前月 70

と続いた。なお、コンピューター・電子機器

ずとなった。
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出所）ＦＲＢ
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鉱工業・製造業生産

ヵ月移動平均・3ヵ月前対比年率）

鉱工業生産

製造業生産

、設備投資の増加

％）と上昇し

5.7％（前月 75

％を上回っている業種別

が 83.0％（

その他耐久財が 7

5.4％（前月

％）となった。 

前月から上昇した業種は、高い順に

プラスチックが 77.4％（前月

76.0％）、化学が

0.5％）、印刷・同サポート

コンピューター・電子機器

。 
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（図表）稼働率

17 18

ヵ月前対比年率）

増加による生産能力の拡大が続

、市場予想 7

5.4％）と小幅上昇

業種別は、紙パ、加工金属の

（前月 83.6％）、

78.4％（前月

％（前月 75.6％）、アパレルが

前月から上昇した業種は、高い順に加工金属が

％（前月 75.

化学が 76.2％（前月

印刷・同サポート

コンピューター・電子機器は
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（図表）稼働率

製造業
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による生産能力の拡大が続

77.6％を上回った

小幅上昇した。

は、紙パ、加工金属の

％）、石油・石炭が

％（前月 78.6％）、

アパレルが 6

加工金属が 80.

.7％）、航空機・その他輸送設備が

％（前月 75.5

印刷・同サポートが 70.1％（前月

は 72.3％（前月
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による生産能力の拡大が続くなか

回った。製造業

した。 

は、紙パ、加工金属の２業種にとどまった。

石油・石炭が 79.4％（前月

％）、電気設備・部品が

61.9％（前月

80.8％（前月

航空機・その他輸送設備が

5％）、木材製品が

％（前月 70.0

％（前月 72.3％）、

U.S. Indicators 
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自動車

ハイテク

12 13 14

鉱工業・製造業生産

（前年同月比）

くなか、生産の増加

。製造業も生産能力

業種にとどまった。

％（前月 79.

電気設備・部品が 75.6

％（前月 62.5％）、その他製造業が

％（前月 80.1％）、

航空機・その他輸送設備が 7

木材製品が 75.9％（前月

％）、非鉄が

％）、繊維が 70.

s ／ 定例経済指標

15 17

自動車

ハイテク

15 16

鉱工業・製造業生産

（前年同月比）

鉱工業生産

製造業生産

増加を背景に鉱工業全体

も生産能力の拡大が

業種にとどまった。前月から低下した業

79.6％）、自動車が

6％（前月 7

、その他製造業が

％）、一般機械が

76.4％（前月

％（前月 75.

非鉄が 67.0％（前月

70.0％（前月
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前月から低下した業
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